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2はじめに

◼ コネクト&マネージの取組みとして、2022年7月より、既設電源を含む全ての特高電源をN-1電制の対
象として、運用容量を拡大するN-1電制本格適用を開始している。

◼ このうち、N-1電制動作時には、電制対象となった電源の停止に伴い発生したオペレーション費用（詳細
は別頁）を、広域機関がその妥当性を確認の上で、一般送配電事業者が精算することとしている。

◼ このオペレーション費用算出に用いる電力量は、発電契約者の発電計画を基に求めるが、FIT電源たる
自然変動電源（特例制度①・③を選択している太陽光・風力）は発電契約者が発電計画を策定
するわけではないため、何らかの方法で発電計画値を推定しなければならない。

◼ 推定方法について、第54回本委員会（2021年6月29日）を経て、発電所に日射量計や風速計が
設置されていない場合、一般送配電事業者が予測する供給区域全体のFIT発電電力想定量（公表
値）を基に、N-1電制対象電源の認可出力按分によって発電計画値を推定することと定めて公表※し
ているが、実案件の妥当性確認において、現状推定方法では個別地点の実態と比べて誤差が大きく
なる場合があることを確認した。
※「流通設備の整備計画の策定（送配電等業務指針 第55条関連）におけるN-1電制の考え方について」（以下、「N-1電制ガイドライン」。）

◼ そのため、本日は、FIT電源（特例制度①・③を選択している太陽光・風力）の発電計画値の推定方
法の精度向上余地をご説明させていただいた上で、一般送配電事業者の再エネ予測精度向上の取
組み状況等を踏まえた推定方法の見直しについて、ご議論いただきたい。



3（参考）N-1電制について（１／２）

◼ コネクト&マネージの取組みとして、2022年7月より、送変電設備の運用容量を拡大するN-1電制本格
適用を開始している。

◼ 具体的には、下図のように、送電線等で事故が発生した際に健全設備で過負荷が発生する場合に、リ
レー等により 自動的に電源の出力制限（電源を遮断もしくは出力制御）を行うことで、平常時の運
用容量を拡大する。



4（参考）N-1電制について（２／２）

◼ 系統設備の更なる有効利用のため、N-1電制の本格適用にあたっては、既設電源を含む全ての特高
電源をN-1電制の対象とし、電制対象となった電源に発生したオペレーション費用を一般送配電事
業者が負担することとしている。
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5（参考）オペレーション費用の精算フロー概要

◼ オペレーション費用の精算フローの概要は以下のとおり。

◼ N-1電制実施後、精算費用の算出および妥当性確認後に費用精算することとしている。

出所）流通設備の整備計画の策定（送配電等業務指針 第５５条関連）におけるＮ－１電制の考え方について（2024.5.17変更）
https://www.occto.or.jp/access/oshirase/2018/files/20240517_n-1densei.pdf より抜粋

https://www.occto.or.jp/access/oshirase/2018/files/20240517_n-1densei.pdf


6（参考）オペレーション費用の概要

◼ N-1電制対象となった電源のオペレーション費用については、下表の３項目により算定することとしている。

◼ このうち、「代替電源調達費用」と「再エネ特措法に基づく収益」は、単価×精算対象電力量にて算出。

項目 概要

代替電源調達費用 電制に伴う電源制限により、当該電源から電気を調達していた発電契約者が、
電源制限された電源の代替となる電源を調達することによって生じる費用。

再エネ特措法
に基づく収益

FIT電源が電制により電源制限された場合、電制により電源制限されなかった
場合に固定買取価格により得られたであろう収益。
FIP電源が電制により電源制限された場合、電制により電源制限されなかった
場合に供給促進交付金（プレミアム）により得られたであろう収益。

再起動費用 電制により遮断された際に電制された電源が停止してから再び起動するのに要
した費用。

出所）流通設備の整備計画の策定（送配電等業務指針 第５５条関連）におけるＮ－１電制の考え方について（2024.5.17変更）
https://www.occto.or.jp/access/oshirase/2018/files/20240517_n-1densei.pdf より抜粋

https://www.occto.or.jp/access/oshirase/2018/files/20240517_n-1densei.pdf


7（参考）N-1電制に伴うオペレーション費用の負担

◼ N-1電制に伴うオペレーション費用は、当面は一般負担としている。

出所）第57回広域系統整備委員会（2022.1.12）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2021/files/seibi_57_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2021/files/seibi_57_01_01.pdf


8（参考）オペレーション費用の精算対象電力量

◼ オペレーション費用で精算する電力量は、N-1電制動作時に発電契約者が提出していた発電計画を基
に、電制電源の送電端実績出力との差引により算定する。

出所）第61回広域系統整備委員会（2022.6.3）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2022/files/seibi_61_04_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2022/files/seibi_61_04_01.pdf


9FIT電源（特例制度①・③を選択している太陽光・風力）の発電計画値の推定方法

◼ 第54回本委員会（2021年6月29日）を経て、発電所に日射量計や風速計が設置されていない場
合には、一般送配電事業者が予測する供給区域全体のFIT発電電力想定量（公表値）を基に、
N-1電制対象電源の認可出力按分によって発電計画値を推定することとし、N-1電制ガイドラインに
定め、公表している。

３．５ オペレーション費用精算に必要となる資料の提出
（１）精算対象電力量を算定するために必要となるデータ
（略）
ＦＩＴ電源たる自然変動電源（特例制度①③を選択している太陽光・風力）など
発電計画を有していない電源の精算において、発電所に設置している日射量計や風速
計などの実績から精算対象電力量を算定した場合には、それらの算定根拠となったデー
タも提出する。ただし、日射量計や風速計がない場合は、当該電源の発電計画を何ら
かの方法で推定する必要があるが、一般送配電事業者は小売電気事業者の各特例
発電ＢＧに配分する電力量を電源種別ごとに３０分単位で公表していることから、この
データに基づいて発電契約者等が当該電源の発電計画値を以下のとおり算定する。な
お、特例制度③の電源で発電ＢＧを組成していない場合には、一般送配電事業者か
ら通知された電力量を発電計画値とする。

当該電源の発電計画値（３０分単位、kWh）＝
電制対象電源を含む発電ＢＧが分配されるＦＩＴ発電電力想定量(kWh)
×電制対象電源の認可出力(kW)／その発電 BG の電源の合計認可出力(kW)

出所）第54回広域系統整備委員会（2021.6.29）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2021/files/seibi_54_01_01.pdf
出所）流通設備の整備計画の策定（送配電等業務指針第５５条関連）におけるＮ－１電制の考え方について（2024.5.17変更）
https://www.occto.or.jp/access/oshirase/2018/files/20240517_n-1densei.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2021/files/seibi_54_01_01.pdf
https://www.occto.or.jp/access/oshirase/2018/files/20240517_n-1densei.pdf


10（参考）電制対象電源を含む発電BGが分配されるFIT発電電力想定量

出所）第54回広域系統整備委員会（2021.6.29）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2021/files/seibi_54_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2021/files/seibi_54_01_01.pdf


11FIT特例①・③（太陽光・風力）の発電計画値の現行の推定方法における事象

◼ 発電所に日射量計や風速計が設置されていないFIT電源（特例制度①・③を選択している太陽光・
風力）の発電計画値を推定する場合、一般送配電事業者が予測する供給区域全体のFIT発電電
力想定量（公表値）を基に認可出力按分するため、個別地点の気象状況等が考慮されない。

◼ この点について、実案件において、現行の推定方法では、個別地点の実態と比べて誤差が大きくなる
場合があることを確認した。

＜供給区域全体の想定電力量を用いた算出方法における実態との乖離（イメージ）＞

供給区域

●発電所A

●発電所B

（実際のN-1電制なかりせば発電量）
北部晴天、南部曇りであるため、
発電所A：定格の８０％
発電所B：定格の２０％

（供給区域全体で均された発電計画値）
発電所A：定格の５０％
発電所B：定格の５０％
⇒電制対象電源の地点における、実際の気象状況が考慮されない



12FIT特例①・③（太陽光・風力）の発電計画値の推定方法の見直し（１／２）

（実際のN-1電制なかりせば発電量）
北部晴天、南部曇りであるため、
発電所A：定格の８０％
発電所B：定格の２０％

（メッシュ単位等で算出した発電計画値）
個別地点での気象状況が考慮できるため、供給区域全体からの
比率按分と比較して精度向上が見込める

＜メッシュ単位等の想定電力量を用いた算出方法の場合（イメージ）＞

◼ 一般送配電事業者では、別用途向けに託送供給区域をメッシュ単位等に区切り、気象予測と組合わ
せた再エネ発電電力量の予測精度向上を図っている。

◼ 前項の事象を改善することを目的に、この個別地点の気象条件を考慮した想定電力量を、FIT電源
（特例制度①・③を選択している太陽光・風力）の発電計画値の推定に用いることとしてはどうか。

供給区域

●発電所A

●発電所B



13FIT特例①・③（太陽光・風力）の発電計画値の推定方法の見直し（２／２）

◼ 他方、「個別地点の気象条件を考慮した想定電力量」は、公表されていない情報である。

◼ この点について、広域機関が実施する妥当性確認の中で、「個別地点の気象条件を考慮した想定電
力量」の妥当性をN-1電制動作前の発電実績値（既存の提出データ）や、一般に公表されている
当該地点の気象状況を踏まえて確認できると考えている。



14まとめ

◼ 今回、N-1電制におけるFIT電源（特例制度①・③を選択している太陽光・風力）の発電計画値の
推定方法の精度向上余地をご説明させていただいた上で、一般送配電事業者の再エネ予測精度向
上の取組み状況等を踏まえた推定方法の見直しについて検討した。

◼ 本委員会でいただいたご意見も踏まえ、発電所に日射量計や風速計が設置されていないFIT電源（
特例制度①・③を選択している太陽光・風力）の発電計画値を推定する方法について、今回見直し
た方法へ速やかにN-1電制ガイドラインを改定することとしたい。

◼ 今後、N-1電制ガイドライン改定後の妥当性確認案件においては、今回整理した内容を基本に精算額
の算定を行うとともに、広域機関においてその内容の妥当性を確認する。



15（参考）N-1電制ガイドラインの見直しの方向性

◼ 広域機関が公表するN-1電制ガイドラインは、広域機関の理事会での承認を経て見直しを行う。

３．３ オペレーション費用精算の対象となる電力量の算定
（２）精算対象電力量
（略）
一方、ＦＩＴ電源たる自然変動電源（特例制度①③を選
択している太陽光・風力）は上記のような発電計画が存在しな
い。このため、まずは、Ｎ－１電制された発電所において、日射
量計や風速計が設置されており、この実績値から理論的な発電
量を発電者が算定することが可能な場合には、その発電量を発
電計画値と見做すこととするが、これが難しい場合は、一般送配
電事業者が予測するＦＩＴ特例①および③の発電計画を電
制対象電源の出力に応じて按分した値を個別の発電計画と見
做すこととする。

３．３ オペレーション費用精算の対象となる電力量の算定
（２）精算対象電力量
（略）
一方、ＦＩＴ電源たる自然変動電源（特例制度①③を選
択している太陽光・風力）は上記のような発電計画が存在しな
い。このため、まずは、Ｎ－１電制された発電所において、日射
量計や風速計が設置されており、この実績値から理論的な発電
量を発電者が算定することが可能な場合には、その発電量を発
電計画値と見做すこととするが、これが難しい場合は、一般送配
電事業者が予測するメッシュ単位等のデータを用いて算定し、発
電計画と見做すことを基本とする。その他方法による算定が必要
な場合には一般送配電事業者と広域機関にて個別協議の上、
算定することも可能とする。

＜見直し前＞ ＜見直し後＞


